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ＩｏＴ向けなどで新たな需要の開拓が期待される 

通信機器・通信サービスの国内市場を調査 
―２０２０年度予測（２０１５年度比）― 

■通信機器市場 ３兆７,９３４億円（４.６％減） 

  ～ネットワーク関連製品や会議関連製品は伸びるが、移動体通信端末の落ち込みにより全体は縮小～ 

●通信サービス市場 １２兆３,８９９億円（７.３％増）  

  ～ＩｏＴ向けの増加で携帯電話、ＭＶＮＯ、ＦＴＴＨなどのサービスが伸長～ 

 

マーケティング＆コンサルテーションの株式会社富士キメラ総研（東京都中央区日本橋小伝馬町 社長 田中 一志

03-3664-5839）は、ブロードバンドサービスや携帯電話サービスなどが飽和状態まで広く普及したことにより多く

の品目で市場が成熟しつつある中、キャリア向けネットワークの更改やそれに伴う新規サービス、またＩｏＴ向け

サービスなどで発生する新たな需要の獲得に向けて、参入事業者により様々な取り組みが進められている通信機

器・通信サービスの国内市場を調査した。 

その結果を報告書「２０１６ コミュニケーション関連マーケティング調査総覧」にまとめた。 

この報告書では、通信機器市場についてネットワーク関連製品１４品目、音声関連製品７品目、会議関連製品３

品目、移動体通信端末３品目、移動体通信基地局３品目、通信サービス市場についてインターネット接続サービス

４品目、移動体通信サービス４品目、固定データ通信サービス４品目、音声関連サービス８品目、その他サービス

５品目について市場動向を分析し、将来を予想した。 

   

＜調査結果の概要＞ 

■通信機器の国内市場 

 ２０１６年度見込 ２０２０年度予測 ２０１５年度比 

全体 ３兆８,５８３億円   ３兆７,９３４億円 ９５.４％ 

 移動体通信端末 ２兆４,７６３億円 ２兆３,０１０億円 ９０.５％ 

 ネットワーク関連製品 ５,１８０億円 ５,７８７億円 １１０.４％ 

 会議関連製品 ２７４億円 ３４０億円 １３４.９％ 

※移動体通信端末、ネットワーク関連製品、会議関連製品は全体の内数 

 移動体通信端末は、今後、市場規模が大きいスマートフォンは買い換え需要が中心であるためＳＩＭフリーモデ

ルが伸びるものの、市場縮小が予想される。タブレット端末は性能向上や小型・軽量化が進みセルラータイプが伸

びるとみられ、Ｗｉ－Ｆｉタイプは教育分野で需要増加が期待される。 

 

 ネットワーク関連製品では、今後、大手固定通信キャリアのネットワーク更改や移動体通信キャリアの５Ｇ導入

に向けた需要により光伝送装置やルーターなどの伸びが期待される。また、無線ＬＡＮ機器（ＡＰ）や無線ＬＡＮ

コントローラーは教育関連のタブレット端末活用、ホテルの宿泊者向けインターネット接続、公共の観光・防災な

どで需要が増えるとみられる。 

  

 会議関連製品は、ビデオ会議システムが次世代モデルへのリプレースや増設、Ｗｅｂ会議システムが安価な点や

ＵＣサービスとの連携により需要が増加している。音声会議も安定した需要がある。今後は、Ｗｅｂ会議システム

を中心に中堅・中小企業で会議関連製品の導入が進むとみられる。また、会議以外のユーザー向けサービスや教育

関連での利用など用途の多様化や、他のシステム／サービスとの連携による利便性向上で需要増加が期待される。 

 

 音声関連製品は、ソフトスイッチが固定通信キャリア向けに加え、移動体通信キャリアのＶｏＬＴＥ向けが増加

するとみられる。また、規模は小さいもののＩＰ電話サービスなどで使用されるＳＢＣ、ソフトフォンも市場拡大
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が期待される。移動体通信基地局は、携帯電話基地局が５Ｇ対応の開始に伴い、２０１９年度以降伸びるとみられ

る。 

 

【通信機器市場におけるＩｏＴ向け需要】 

２０１６年度見込 ２０２０度年予測 ２０１５年度比 

１４１億円 １８６億円 １４２.０％ 

 端末や装置を直接ネットワーク接続するＰＯＮシステム、メディアコンバーター、Ｌ２／Ｌ３スイッチ、無線Ｌ

ＡＮコントローラー、ルーター、ＩｏＴプラットフォームで利用されるＬ４－７スイッチ、帯域制御装置のＩｏＴ

向けの需要を対象とした。 

 現状はＬ２／Ｌ３スイッチが中心で、工場／プラントでコントローラーや工作機械、センサーといった装置をネ

ットワーク接続している。ルーターはローエンドルーターが自動販売機、ＦＡ機器、医療機器、自動車、気象観測

システムなどの監視で利用されている。Ｌ４－７スイッチや帯域制御装置は現状の需要は小さいものの、ＩｏＴプ

ラットフォームで提供されるアプリケーションサービスの負荷分散や通信品質の向上を目的とした需要が期待さ

れる。 

 

■通信サービスの国内市場 

 ２０１６年度見込 ２０２０年度予測 ２０１５年度比 

全体 １１兆６,９１９億円   １２兆３,８９９億円 １０７.３％ 

 インターネット接続 ２兆３,８５４億円 ２兆６,４７０億円 １１４.１％ 

 移動体通信 ７兆  ５３０億円 ７兆６,２６５億円 １１０.５％ 

 その他 ６９６億円 １,４０３億円 ２.６倍 

 ※インターネット接続、移動体通信、その他は全体の内数 

 インターネット接続は、ＡＤＳＬからＦＴＴＨへの移行、移動体通信キャリアの光コラボレーションモデルのセ

ット割推進による新規需要獲得で市場拡大が予想される。ただし、ブロードバンドサービスの普及飽和や、モバイ

ル利用の増加などにより、伸び率は緩やかとみられる。 

 

 移動体通信では、市場規模の大きい携帯電話サービスは新規加入の増加は鈍化するが、ＩｏＴ向けが車載関係を

中心に伸びるため、微増での市場推移が予想される。ＭＶＮＯは個人向けでキャリアからの乗り換えが進み、法人

向けでもＩｏＴ向けの採用が増加するとみられる。ＷｉＭＡＸも対応端末の増加により伸びるとみられる。  

 

 その他では、ビデオやＷｅｂの会議系サービスが用途の多様化や安価なサービスによる中堅・中小企業の導入拡

大などにより伸びると期待される。ＭＶＮＯへの参入事業者の増加からＭＶＮＥのサービス卸の活用も増えるとみ

られる。また、クラウド型無線ＬＡＮが訪日観光客やＯ２Ｏなど集客ビジネスの拡大から需要の増加が予想される。 

 

 固定データ通信では、インターネットＶＰＮは、現状、多拠点ネットワーク接続目的で流通系ユーザーの採用が

中心だが、今後はＩｏＴ向けなどで需要増加が期待される。音声関連サービスは、０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話などは伸

びるものの、携帯電話の普及や個人向けのコミュニケーションツール多様化により全体では縮小が続くとみられる。 

 

【通信サービス市場におけるＩｏＴ向け需要】 

２０１６年度見込 ２０２０度年予測 ２０１５年度比 

５３３億円 １,１３１億円 ２.８倍 

 ＦＴＴＨ、ＩＳＰ、携帯電話、ＰＨＳ、ＷｉＭＡＸ、ＭＶＮＯ、インターネットＶＰＮ、加入電話、０ＡＢ～Ｊ

－ＩＰ電話の各サービスがＩｏＴ向けのアクセス回線として利用されている。 

 現状は携帯電話、ＭＶＮＯ、ＦＴＴＨの市場が大きい。建設機械や監視カメラなどの状態監視、自動販売機や業

務用車両などのデータ伝送など幅広い機器に通信モジュールが組み込まれ、携帯電話サービスが利用されている。

ＭＶＮＯは監視カメラ、バスやトラックなどの業務用車両の運行管理、太陽光発電システムや給湯器などのエネル

ギー関連機器の状態監視、児童や高齢者の見守りタグなどで採用されている。ＦＴＴＨは駐車場や集合住宅共用部

の監視カメラ、また、加入電話サービスで運用されてきた交通信号機、上下水道、気象観測システムなどのリプレ

ース需要の獲得が期待される。今後も携帯電話、ＭＶＮＯを中心に需要増加が予想される。 
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＜注目市場＞ 

●ＭＶＮＯサービス 

 ２０１６年度見込 ２０２０年度予測 ２０１５年度比 

個人向け 
    ５８０万回線    １,０６０万回線 ２.６倍 

    ７３０億円      １,４２０億円 ２.８倍 

法人向け 
        ２２５万回線         ８５０万回線 ６.５倍 

    ３００億円     ６４５億円 ３.４倍 

合計 
        ８０５万回線      １,９１０万回線 ３.５倍 

   １,０３０億円    ２,０６５億円 ３.０倍 

  個人向けは、認知度の向上、価格面のメリット、対応端末の充実などの要因により新規加入が増えている。ま

た、大手ＭＶＮＯ事業者によるメディア広告やＷｅｂを活用したプロモーション、メディアへの露出増加、家電量

販店やＭＶＮＯ事業者直営店舗の増加などがユーザー層の拡大につながっており、２０１４年度頃までは３０、４

０代の男性が主要ユーザーであったが、２０１５年度頃から女性のユーザーも増えている。 

 また、当初はデータ通信の需要が大半であったが、音声対応サービスが２０１４年度後半から徐々に普及してき

た。対面チャネルやＷｅｂ経由でＭＮＰ（番号ポータビリティ）手続きが可能となり、サービス移行の空白期間が

なくなったことを受けて、２０１５年度は新規加入者の半数近くが音声対応ＳＩＭを契約したとみられる。データ

ＳＩＭ利用はＳＩＭフリータブレット向けの新規需要に加え、０５０ＩＰ電話アプリケーションなどの利用による

１台目需要や、従来のモバイルルーター用途などにより安定した需要が予想される。 

 

 法人向けは、閉域網活用により高度なセキュリティが実現できるため、金融や地方自治体などのモバイル端末の

屋外利用で採用されてきたが、近年はＩｏＴ関連の需要が増えている。 

 

●注目移動体通信端末 

 スマートフォン（キャリアモデル）は高機能化に伴う買い替えサイクルの伸長から減少が続くとみられる。一方、

スマートフォン（ＳＩＭフリーモデル）はＭＶＮＯのユーザーが増加することにより、２０２０年度には２０１５

年度比２.５倍の３８０万台が予想される。また、フィーチャーフォンは一部で買い替え需要が残るものの、減少

が予想される。 

 タブレット端末（Ｗｉ－Ｆｉタイプ）は既存ユーザーの買い替えに加え、教育関連向けの新たな需要も期待され、

２０１７年度以降年率１０％以上の伸びとなり、２０２０年度に８１０万台が予想される。タブレット端末（セル

ラータイプ）は営業支援端末の用途、倉庫や工場などでデータ入力端末などでの需要が増えるとみられる。 
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＜調査対象＞ 

通信機器 

ネットワーク 

関連製品 

光伝送装置  無線ＬＡＮコントローラー  帯域制御装置 

ＰＯＮシステム 無線ＬＡＮ機器 ＲＡＤＩＵＳサーバー  

メディアコンバーター ルーター ＤＮＳ／ＤＨＣＰ／ＩＰＡＭサーバー 

ＣＡＴＶ関連機器 ＷＡＮ高速化装置 ＣＡＴＶ－ＳＴＢ 

Ｌ２／Ｌ３スイッチ Ｌ４－７スイッチ   

音声関連製品 ソフトスイッチ  固定電話端末 ＭＦＰ／ＦＡＸ 

ＳＢＣ 構内ＰＨＳシステム  

呼制御装置 ソフトフォン   

会議関連製品 ビデオ会議システム Ｗｅｂ会議システム 音声会議関連機器 

移動体通信端末 ハンドセット タブレット端末 Ｗｉ－Ｆｉモバイルルーター 

移動体通信基地局 携帯電話基地局 ＰＨＳ基地局 ＷｉＭＡＸ基地局 

通信サービス 

インターネット 

接続サービス 

ＡＤＳＬサービス  ＣＡＴＶインターネットサービス ＩＳＰサービス 

ＦＴＴＨサービス    

移動体通信 

サービス 

携帯電話サービス  ＷｉＭＡＸサービス ＭＶＮＯサービス 

ＰＨＳサービス   

固定データ 

通信サービス 

ＩＰ－ＶＰＮサービス  インターネットＶＰＮサービス  専用線サービス 

広域イーサネットサービス    

音声関連サービス 

加入電話サービス  ０５０－ＩＰ電話サービス  ＦＭＣサービス  

ＣＡＴＶ電話サービス ＯＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話サービス インターネットＦＡＸサービス 

直収電話サービス  クラウドＰＢＸサービス   

その他サービス 
ビデオ会議サービス 音声会議サービス  クラウド型無線ＬＡＮサービス 

Ｗｅｂ会議サービス ＭＶＮＥサービス  

 

＜調査方法＞ 

富士キメラ総研専門調査員によるヒアリング及び関連文献、データベース活用による調査・分析 

＜調査期間＞ 

２０１６年６月～８月                                      以上                                                            

 資料タイトル：「２０１６コミュニケーション関連マーケティング調査総覧」 

体    裁：Ａ４判 ４０７頁   

 価    格：１５０,０００円＋税 

 ＣＤ－ＲＯＭ付価格 １７０,０００円＋税 

発  行  所：株式会社 富士キメラ総研  
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